





























①東京地判平成 16 年 5 月 24 日金融・商事判例 1204 号 56 頁〔事前配布資料①〕、②東京
高判平成 16年 12月 22日金判 1210号 9頁〔事前配布資料②〕、③秋田地判平成 17年 4月
14日金融・商事判例 1220号 21頁 〔事前配布資料③〕
[参考判例]
・大判明治 32年 10月 20日刑録 5巻 9号 52頁
・大判大正 8年 9月 25日民録 25巻 1715頁
・名古屋地判昭和 59年 6月 29日判タ 531号 176頁
・大判昭和 12年 11月 26日民集 16巻 1681頁
・大判大正 14年 9月 18日刑集 4巻 535頁
・大判大正 2年 12月 20日民録 19巻 1036頁
・東京地判平成 8年 9月 27日判時 1601号 149頁
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・最判平成 15年 2月 28日判時 1829号 151頁
・大阪高判平成 13年 4月 11日判時 1753号 142頁
・最判昭和 44年 4月 15日民集 23巻 4号 755頁
・最判昭和 42年 11月 17日判時 509号 63頁
・最判昭和 32年 2月 19日民集 11巻 2号 295頁
・東京高判昭和 27年 11月 21日下民集 3巻 11号 1626頁
・東京高判昭和 49年 3月 20日判時 740号 94頁
・最判昭和 40年 10月 19日民集 19巻 7号 1876頁
・東京高判平成 16年 12月 22日金判 1210号 9頁〔事前配布資料②〕
・東京地判平成 16年 5月 24日金融・商事判例 1204号 56頁〔事前配布資料①〕































個のバックに含まれていた宝飾品総額 1000 万円から X 会社が加入していた盗難保険契約
から損害の填補を受けた 800 万円を控除した 200 万円の損害賠償を求めて訴えを提起し
た。
X会社の請求は認められるのか。


















いた。A は、当該倉荷証券を B に裏書譲渡し、B はさらに X に当該倉荷証券を裏書譲渡
した。X は、Ｙ会社に対して、倉庫において寄託物の内容を検査したいと申し出、Ｙ会社
の倉庫でその内容を検査したところ、内容物が証券に記載されていた物品とは異なること
が判明した。そこで、ＸがＹに対して、主位的に債務不履行責任に基づく損害賠償責任を、
二次的に、不法行為に基づく損害賠償責任を求めて訴えを提起した。
Ｘの請求は認められるのか。
６．［事前配布資料・裁判例①］［事前配布資料・裁判例②］［事前配布資料・裁判例③］
を読み、下記の設問について検討しなさい。
(1)①、②及び③の裁判例で、場屋の営業者の責任に関し、どのような点が争点となって
いるのか
(2)(1)で示された争点について、原告（被控訴人）と被告（控訴人）は、それぞれどのよ
うな主張をしているのか。
(3)①、②及び③の裁判例について、その評価を下しなさい。
